
上期の赤字幅が拡大するサマンサタバサは8期連続赤字を回避できるの
か

女性向けバッグなどの製造販売を行うサマンサタバサジャパンリミテッド＜7829＞が、2023年9月26
日に2024年2月期第2四半期の業績の下方修正を発表しました。経常損失を1億2100万円から7億1800
万円に、純損失も2億2600万円から6億2000万円にそれぞれ引き下げました。

同社は2024年2月期通期において、4億9000万円の経常利益、2億8300万円の純利益を出す計画を立
てています。上期の赤字幅が膨らんだことにより、通期業績の黒字化は難航するようにも見えます。し
かし、インバウンド需要の回復が見込まれるなどの理由により、当初の予想を据え置きました。

8期連続の赤字を回避できるかどうかの瀬戸際に立たされました。この記事では、以下の情報が得られ
ます。

・サマンサタバサの業績推移・業績不振に陥った要因

創業者の引退によって求心力を失う

サマンサタバサは「Samantha
Thavasa」のブランド名で、20代女性をターゲットしたバッグの企画、販売を行っています。全盛期に
はヒルトン姉妹やビヨンセなどのハリウッドセレブを広告に起用し、大々的なプロモーションを行って
いました。2016年2月期に売上高が434億円となって過去最高を記録します。

しかし、2017年2月期から恒常的な赤字に悩まされるようになりました。

※決算短信より筆者作成

2019年4月12日、創業者・寺田和正氏が持株の一部を、コナカ＜7494＞の代表取締役・湖中謙介氏に
譲渡。湖中氏は31.30％の株式を保有するサマンサタバサの筆頭株主となりました。

寺田氏はサマンサタバサの経営から身を引きました。湖中氏個人が保有していた株式は、2019年9月2
日にコナカに譲渡されました。その月の18日にはサマンサタバサとコナカが資本業務提携契約を締結し
ています。

寺田氏は日本のセレブブームを巻き起こした立役者。ブランドを立ち上げた当初、ヒルトン姉妹はほと
んど知られていない存在でした。しかし、女性が憧れと共感を同時に抱けるキャラクターとしてセレブ
という概念を日本に根付かせることに成功します。寺田氏はヒルトン姉妹を両親とともに説得してサマ
ンサタバサの宣伝をする契約を取り付け、来日を主導しました。

そのプロモーションがヒットを巻き起こし、サマンサタバサの名は海外にも知れ渡るようになります。
数々の雑誌を飾るようになり、ビヨンセなどの有名人もプロモーションモデルに参加しました。サマン
サタバサブランドの影響力を国内外で高めたのは、寺田氏最大の功績でした。

サマンサタバサはカリスマ経営者である寺田氏への依存度が高く、経営の第一線から離れた後は求心力



を失いました。

経営管理体制を強化した直後の下方修正

サマンサタバサが得意としていた、コンサバ系ファッションのブームが終焉を迎えたことも業績悪化の
要因となりました。2000年代初頭、赤文字系雑誌と呼ばれる「CanCam」などにサマンサタバサは頻
繁に登場していました。蛯原友里さんや山田優さんなどの正統派モデルが、カッチリとしたモノトーン
ファッションに身を包み、巻き髪などの派手なヘアメイクをするスタイルが大流行していました。その
スタイルにサマンサタバサのバッグがマッチしたのです。

サマンサタバサはコンサバブームの潮流に乗りましたが、やがて派手すぎない自然派スタイルが好まれ
るようになりました。ショルダーバックやリュックサックなどのカジュアルなバッグが主流になりまし
た。

2023年3月末時点でサマンサタバサ社として10のブランドを展開しながらも、経営の立て直しが進め
られています。そのロードマップとして、2024年2月期はリカバリー期に位置付けています。前期は店
舗の総点検を行って全業務の改善点の洗い出しを行い、出退店計画に着手。リカバリー期に向けた準備
期間としていました。

巻き返しを本格化するリカバリー期は、事業計画の実行と予実管理体制を確立するという目標を掲げて
います。2022年9月に社長直轄組織である「経営企画室」「IT戦略室」を新設。経営陣の意思決定のサ
ポート体制を強化し、経営管理が適切に行えるようにしたのです。

しかし、2024年2月期上期の業績予想の下方修正によって、経営管理体制の甘さが露呈する結果となり
ました。

2022年4月に代表取締役社長に就任したのが米田幸正氏。米田氏はスギホールディングス＜7649＞や
エステ―＜4951＞の社長を務めた経験があります。様々な会社の経営に参画しているものの、アパレ
ル会社でのマネジメントや、経営不振に陥った会社の再生案件には携わっていません。経営管理体制を
構築して事業を推進する仕組み化を進めようとするのは理解ができるものの、ブランドそのものの再定
義を行うなど、根本的な見直しが必要なように見えます。リカバリー期に位置付けた、2024年2月期通
期の業績が一つの分水嶺となるでしょう。

麦とホップ＠ビールを飲む理由


